
第３号議案 

 

蒲郡市教育委員会教育長の給与に関する条例の制定について 

 

蒲郡市教育委員会教育長の給与に関する条例を、次のように制定するものとする。 

 

平成２７年２月２５日提出 

 

蒲郡市長  稲 葉 正 吉 

 

蒲郡市教育委員会教育長の給与に関する条例 

 

別紙のとおり 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、蒲郡市教育委員会教育

長の給与を定めるため提案する。 



蒲郡市教育委員会教育長の給与に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項の

規定に基づき、蒲郡市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）の給与につい

て必要な事項を定めるものとする。 

（給料） 

第２条 教育長の給料は、月額６９万７，０００円とする。 

（期末手当） 

第３条 教育長の期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれ

らの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する場合に支給する。これらの基準

日前１か月以内に退職し、又は死亡した場合についても同様とする。 

２ 前項の期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合においては１

００分の１４７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６２．５を

乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

⑴ ６か月 １００分の１００ 

⑵ ５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

⑶ ３か月以上５か月未満 １００分の６０ 

⑷ ３か月未満 １００分の３０ 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した場

合にあっては、退職し、又は死亡した日現在）において受けるべき給料の月額、

給料の月額に１００分の２５を超えない範囲内で市長が定める割合を乗じて得た

額及び給料の月額に１００分の２０を超えない範囲内で市長が定める割合を乗じ

て得た額の合計額とする。 

（退職手当） 

第４条 教育長の退職手当は、任期が満了した場合又は任期の満了する日の前日ま

での間に退職した場合に支給する。 

２ 前項の退職手当の額は、任期が満了した日又は退職した日（以下「退職日」と

いう。）における給料月額に在職期間の年数を乗じて得た額に１００分の１０５を

乗じて得た額とする。 



３ 前項の在職期間の年数は、教育長となった日の属する月から退職日の属する月

までの月数を１２で除して得た数とし、１年未満の端数がある場合には、６月未

満の端数は切り捨て、６月以上１年未満の端数はこれを１年とする。ただし、傷

病（地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第８４条第２項に規

定する障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷病とする。）又は死亡による

退職に係る退職手当を計算する場合にあっては、１年未満の端数は１年とする。 

（給与の支給） 

第５条 前３条に定めるもののほか、給与の支給については、市職員の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に在職する教育長（地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号。以下「改正法」という。）

による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１

６２号）第１６条第１項の教育委員会の教育長をいう。以下同じ。）が改正法附則

第２条第１項の規定により引き続き教育長として在職する間の給与については、

この条例の規定は適用せず、蒲郡市教育委員会教育長の勤務時間その他の勤務条

件に関する条例（平成２７年蒲郡市条例第 号）附則第２項の規定による廃止前

の蒲郡市教育委員会教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の給

与に係る規定は、なおその効力を有する。 

 


